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    地方自治法第１９９条第１項及び第２項による財務監査及び事務監査を同条第４項に基づ

き実施し、同条第９項の規定により、その結果に関する報告を決定したので公表します。 
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                   久留米市監査委員  樋 口 明 男 

                   久留米市監査委員  永 田 一 伸 

                   久留米市監査委員  秋 永 峰 子 

                  



対象部局等 実施場所

指摘

事項

件数

意見

件数

総合政策部

監査委員室
監査委員事務局
執務室・会議室
対象課等の執務室

0 1

総務部

監査委員室
監査委員事務局
執務室・会議室
対象課等の執務室

4 1

協働推進部

監査委員室
監査委員事務局
執務室・会議室
対象課等の執務室

2 2

令和8年4月1日
～令和8年8月31日

令和8年4月1日
～令和8年8月31日

令和8年4月1日
～令和8年8月31日

  令和７年度における財務に関する事務の執行及び公有財産の管理並びに行政の組織、機能、事
務処理の手続及び方法などの行政運営全般を監査の対象とした。特に、現金等取扱、旅費、給
与、報償費関係、補助金、貸付金、財産及び物品管理、契約、附属機関等、休暇等に係る事務等
を重点項目とした。

総務課、法制室、情報政策
課、人事厚生課、人材育成
室、行財政改革推進課、財産
管理課、契約課、工事検査
課、防災対策課

第３　　監査の着眼点・主な実施内容

協働推進課、地域コミュニ
ティ課、安全安心推進課、広
聴･相談課、消費生活セン
ター、人権･同和対策課、人権
啓発センター、隣保館、男女
平等政策課、男女平等推進セ
ンター

　事務ミスの再発防止に対する職員の意識向上や、内部統制が有効に機能するための取組への支
援に意を用いながら、次の視点を持って監査を行った。
①　合規性（事務執行が法令等に従い正確に行われているかどうか）
②　経済性、効率性、有効性（最少の経費で最大の効果を挙げているかどうか、事業の目的を十
分に達成し効果を挙げているかどうか、手続等に改善できる余地はないかどうか）
③　コンプライアンスの確保（事務執行に当たり、不適正な処理の防止等に係る取組を行ってい
るかどうか）
　監査は、関係書類の照合、検査、関係職員からの説明聴取により実施した。

監　査　結　果　報　告

第２　　監査の対象、実施場所、日程及び指摘事項等件数

日　　程

第１　　監査の種類

総合政策課、創生戦略推進
室、財政課、広報戦略課、移
住定住促進センター、東京事
務所

　地方自治法第１９９条第１項及び第２項の規定に基づく監査

対象課等の内訳



【総合政策部】

意 見

【総務部】

指 摘 事 項

第４　　監査の結果

《財務監査》

（４）除草業務において、受託業者に刈草等の処理について明確に指示をしていないため、市
    外の産業廃棄物の中間処理場へ搬入しており、一般廃棄物のいわゆる「域内処理の原則」
    が徹底されていないものがある。

（３）転貸借契約において、転貸借期間が変更となっているにもかかわらず、変更契約を締結
    していないものがある。

（２）契約において、書面による承認を行わずに再委託を行っているものや、再委託先の暴力
    団排除等に係る誓約書の写しの提出を受けていないものがある。

〔契約事務〕

　都市計画税は、地方税法第７０２条に基づく目的税であり、都市計画事業や土地区画整理事業
に要する費用に充てるため、市街化区域内にある土地・家屋に対して課される。これは、都市計
画事業等の実施に伴う都市環境の改善などを通じて資産の利用価値が向上するという応益税とし
ての性格を持つ。また、市町村が地域の実情に応じて課税の有無や税率を自主的に決定できるた
め、市民や議会に対する説明責任は他の税目よりも重いといえる。
　本市の都市計画税収は年々増加しているものの、その充当対象である街路事業や公園整備事業
といった都市計画事業は増えていない。その結果、令和８年度予算においても、税収の大部分が
下水道事業会計への繰出金に充てられている。これは、街路や公園などの都市計画事業の整備が
一定進んだことによるものだが、下水道事業の整備区域には市街化区域以外も含まれている。都
市計画税は市街化区域内の納税者のみが負担するものであり、受益と負担の均衡や納税者への説
明責任の面で課題があると思われる。
　今年度は、新たな総合計画『久留米未来デザイン計画２０３５』が始動し、都市計画マスター
プランの改定も進められている。人口減少に向き合った持続可能なまちづくりに向けて、今後の
ネットワーク型のコンパクトな都市づくりを推進するために、中長期的なインフラ整備とその財
源について再考すべき機会である。「魅力ある快適な都市づくり」の実現のために、目的税であ
る都市計画税を財源として活用する道筋と、納税者の理解を得られる使途のあり方を、都市建設
部と連携して検討されたい。

《事務監査》

（１）請書と仕様書を綴じているが、割印を行っていないため、ページの差替えが可能な状態
    となっているものがある。

　当監査は、久留米市監査基準に準拠して実施した。
　監査対象の事務は、おおむね適正に執行されていたが、一部において、検討又は是正等を要す
る指摘事項が認められたので、必要な措置等を講ずるとともに、職員の指導監督に努められた
い。
　監査の結果に基づき、住民福祉の増進、最少の経費による最大の効果、組織及び運営の合理化
等の観点から意見を付した事項についても、研究又は検討等を図り、措置等の対応が講じられる
よう望む。



意 見

【協働推進部】

指 摘 事 項

意 見

《事務監査》

〔公用車管理事務〕

　公用車管理において、運転者の運転前後の酒気帯びの有無の記録が確認できないものがある。

《財務監査》

〔タクシーチケット管理事務〕

　少子高齢化の進展に伴う若年人口の減少と公務員の魅力低下により、地方公務員の志願者が減
少していることから、人材確保が地方公共団体の大きな課題となっている。本市においても、令
和７年度職員採用予定者に約１０名の内定辞退者があったとのことである。さらには、令和７年
度の早期退職者は４３名に上るとのことであり、その結果、技術系や情報系の専門職不足も生じ
ており、組織体制の維持が厳しい状況になりつつある。
　こうしたなか、オフィス改革の推進や子育てしやすい職場環境づくりへの取組などに努めてい
る点は評価するが、通年での軽装勤務や開庁時間の短縮、育休取得者の同僚への手当支給など、
他の中核市などで進む柔軟な働き方につながる取組の導入や検討は進んでいないと思われる。
　学生や民間経験者に選ばれる自治体となるために、働きやすい職場環境の整備について、検討
を進められたい。
　また、行政ニーズが多様化、高度化するなか、限られた経営資源で市民サービスを維持するに
は生成ＡＩの積極的活用などのＤＸによる業務改革が不可欠である。標準化対応への注力が続く
なか、ＤＸの取り組みに対して、組織における意識の温度差があることから、今後は全庁的にス
ピード感を持って推進していく必要がある。
　情報政策課、行財政改革推進課並びに人事厚生課が連携し、各部局が主体性を持って具体的な
取組目標の設定と進捗管理を図る枠組みを設けるとともに、ＤＸを現行業務の改善プロセスとし
て定着させ、定員管理計画を見直すなど、時代に対応した組織づくりを進められたい。

（１）人口減少の進展や人口構造の変化に伴い、様々な資源制約に直面する一方で、住民ニー
　　ズは多様化・複雑化している。地域の持続性を保ちながら、住みやすいまちづくりを進め
　　るためには、地域活動の担い手の確保とコミュニティの維持が急務である。
　　　市民意識調査によれば、市民の市民活動への参加意向は令和元年度の５７.９％から令
　　和７年度には３６.９％へと大幅に低下した。また、自治会加入率も令和７年度は６６.９
　　％と下落傾向が続いている。これまで継続して、自治会活動のあり方の見直しと、地域の
　　特性に応じた様々な活動のあり方への転換を指摘してきたが、自治会の活動内容や担い手
　　は硬直化し、現役世代や次代を担う若者の参画が進んでいない実態があるのではないか。
　　　こうしたなか、令和７年度には、校区まちづくり連絡協議会に「自治会活性化に関する
　　検討委員会」が設置され、現状を踏まえた自治会のあり方について検討を始められたこと
　　は、一歩前進と評価する。しかし、同委員会においても、その検討の場に若者の声を取り
　　込む仕組みを欠いている。ＤＸとしての校区ＬＩＮＥの活用も、現状では広報紙の配信に
　　留まり、利便性向上や双方向のコミュニケーションには至っておらず、十分に活用されて
　　いない。また、若者の高いボランティア意識を地域活動へつなげる検討もなお不十分であ
　　る。
　　　少子高齢化の中で、画一的かつ過度な負担を伴う活動スタイルのままでは、組織の維持
　　自体が困難となる。今後は、財政支援の最適化も含めて、住民や多様な主体が無理なく、
　　緩やかにつながり、持続できる次世代型の地域コミュニティのあり方について、関係部局
　　とも緊密に連携し、全庁一丸となって見直しを推進されたい。

　タクシー乗車券を職員以外の者に交付する際に必要な、「乗車する者の氏名の記入」がなされ
ていないものがある。

《事務監査》



（２）セーフコミュニティの取組については、平成２５年度の国際セーフコミュニティ認証取
　　得から１２年が経過し、各種指標の改善など一定の成果は認められる。しかし、市民の認
　　知度は「知らない」が７４．７％に達し、これまでの監査指摘にもかかわらず改善が見ら
　　れない。市民の高い安全・安心への意識と、セーフコミュニティとしての取組とが乖離し
　　ている実態は否めない。
　　　ＳＮＳ等を用いた若年層への周知には一定の意義があるものの、まずは市職員が活動の
　　理念を「自分事」として理解し、実践することが不可欠である。新規採用職員研修などを
　　通じ、庁内から機運の醸成を図られたい。
　　　令和８年度は次期国際認証取得に向けた方針を決定するとのことであるが、全国の認証
　　自治体の状況を見ると、これまで認証を受けた１７自治体のうち、すでに６自治体が認証
　　更新を行っておらず、さらに厚木市や鹿児島市も次期認証更新を行わないという方針を決
　　定している。このような状況も踏まえて、方針決定に際しては、これまで以上に安全安心
　　指標との因果関係を客観的に検証されたい。認証の継続を目的化することなく、費用対効
　　果を厳格に精査し、真に実効性の高い取組へと再構築されたい。


